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仕 様 書 

（介護福祉士及び保育士のコース） 

 

１ 件名 

  民間教育訓練機関等による離職者等の委託訓練（長期高度人材育成コース）の実施 

 

２ 仕様内容 

（１）基本事項 

  イ 事業の概要 

    公共職業安定所に求職申込を行い、公共職業安定所長の受講指示、受講推薦又は

支援指示を受けた者を対象とし、正社員就職を希望する非正規雇用労働者等が安定

した雇用環境への転換を図るため、企業が求める国家資格等の高い職業能力を習得

することを支援し、正社員の実現を目指すために実施する公共職業訓練（以下「離

職者訓練」という。）について、民間教育訓練機関等から企画を募集し、離職者訓練

等の実施を委託する。 

 

  ロ 対象事業 

    大分県が主体となって実施する公的職業資格のうち業務独占資格又は名称独占資

格の取得又は、文部科学大臣による職業実践専門課程の認定を受けた課程の卒業を

訓練目標とした離職者訓練及び就職支援の実施並びにこれに伴う以下の業務（以下

これらを総称して「受託業務」という。）であって、民間教育訓練機関等（以下「受

託者」という。）に委託して実施するもの。 

（イ）訓練受講者の選考及びその準備、合格者一覧の掲示（大分県と共同実施） 

（ロ）訓練に係る入校式・修了式の実施 

  （ハ）訓練受講者の出欠席の管理及び指導 

  （ニ）訓練の指導記録の作成 

  （ホ）受講証明書等に係る事務処理 

  （ヘ）訓練受講者の欠席届等に係る各種証明書等の添付の確認及び提出指導 

  （ト）訓練受講者の住所、氏名、金融機関等の変更に係る事務処理 

  （チ）訓練受講者の中途退校に係る事務処理 

  （リ）受講証明書、欠席・遅刻・早退届、添付証明書等の提出 

  （ヌ）災害発生時の連絡 

  （ル）訓練実施状況の把握及び報告 

  （ヲ）訓練受講者の能力習得状況の把握及び報告 

  （ワ）ジョブ・カードを活用したキャリアコンサルティング及び能力評価の実施 

（カ）訓練修了生に対する定着支援及び報告 

（ヨ）その他職業訓練及び就職支援の実施に伴い大分県が認める事項 

  （タ）入校説明会は県又は委託先で実施することとする。 
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  ハ 事業目的 

    受託者が実施する職業訓練において、以下の修了要件を満たし、訓練受講者全員

が就職できるようになることを目標とする。 

  （イ）原則、総訓練設定時間の８０％以上の訓練受講時間があり、かつ設定した資格

を取得すること。 

  （ロ）法律に基づき養成施設等の指定を受けている場合は、当該指定の要件となる養

成課程の修了（卒業）要件に適合すること。 

  （ハ）文部科学大臣による職業実践専門課程の認定を受けている場合は、受託者が定

める卒業要件に適合すること。 

 

  ニ 委託費 

  （イ）受託業務に要する経費については、委託費として受託者へ支払うものとする。 

具体的には、離職者訓練の実施に必要な経費（以下「訓練実施経費等」という。）

を次のとおり支払うものとする。 

    ａ 訓練実施経費は、企画した訓練コースの訓練受講生１人１月当たり 

９０，０００円（外税）を上限に支払うものとする。 

    ｂ 定着支援費は、企画した訓練コースの訓練修了後３か月以内に訓練に関連す

る職業に就職した者（内定、日雇い、１週間の所定労働時間が２０時間未満の

雇用契約及び自営を除く）について、就職後の定着支援業務を行い、就職後６

か月間（就職した日から起算して１８０日間）継続して雇用されていた場合は、

定着支援に必要な経費相当額として、継続雇用された修了就職者１人当たり 

５０，０００円（外税）を支払うものとする。 

  （ロ）訓練受講者から受講料を徴してはならないこと。ただし、国家資格等の受験料

や手数料等、また受講者の所有となる教科書、教材等に要する経費については、

受講者本人の負担とする。 

  （ハ）訓練実施経費等は、原則として訓練終了後、請求書を受理した日から３０日以

内に支払うものとする。なお、訓練受講者が中途退所した場合、又は委託契約を

解除した場合は、委託費（訓練実施経費）の額は、暦に従って、１か月毎に算定

し、訓練が行われた日については日割計算によって得た額とする。ただし、当該

１か月の訓練が行われた日が１６日以上又は訓練が行われた時間が９６時間以上

のいずれかに該当する場合は、１か月分の訓練実施経費を支払うこととする。 

 

  ホ 離職者訓練の実施場所 

  （イ) 離職者訓練の実施場所は、大分県内とする。 

（ロ） 実施場所は、訓練期間中は、同一の場所とする。 

 

ヘ 受講対象者 

（イ）受講対象者は、公共職業安定所に求職申込みをした者であって、公共職業安

定所長の受講指示、受講推薦又は支援指示を受けた者であること。 

（ロ）上記（イ）に加え、次のいずれにも該当する者とする。 
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  ａ 概ね５５歳未満の者であること。 

ｂ 直近の就業形態において、有期労働契約などによる非正規雇用労働者など、 

就業形態において不安定就労の期間が長いことや、安定就労の経験が少ない

ことにより能力開発機会が乏しかった者又は出産・育児等により長期間離職

していた女性等であること。 

ｃ 国家資格等高い知識及び技能を習得し正社員就職を希望する者 

ｄ 企画した訓練コースを修了し、対象資格等を取得する明確な意思を有する

者であること。 

ｅ 公共職業安定所における職業相談において、ジョブ・カードを活用したキャ

リアコンサルティングを受け、職業経験の棚卸し及び職業生活設計等の結果、

訓練の受講が必要と認められる者であること。 

＊ａ及びｂについては、厚生労働大臣の指定する介護福祉士及び保育士の養成

課程と活用したコースに適用しない。 

 

（２）離職者訓練の設定・実施に関する条件 

  イ 訓練受講希望者の募集 

    訓練受講希望者の募集は、大分県が公共職業安定所の協力を得て行うため、受

託者が行う必要はないが、大分県が指定する様式に基づき募集要項の作成を行う

ほか、必要な協力を行うこと。なお、大分県の承認を得て受託者が募集の広報を

行うことも可能とする。 

 

  ロ 訓練コースの設定 

（イ）介護福祉士又は保育士の資格取得を目的とした訓練コースであること。 

（ロ）受託先機関における実施しようとするコースの過去の就職率が８０％以上であ

ること。また、初めて同コースの受託を希望する場合及び同コースとしての実績

が出るまでの間は、一般の受講生を対象として、進学者を分母及び分子から除い

て算出するものとする。 

  （ハ）当該訓練科の受講により受講者全員が就職できるようになることが見込まれる

内容であること。 

  （二）職業能力開発促進法施行規則第９条に規定する普通課程の普通職業訓練（通信

の方法によって行う訓練を除く。）として求職者向けに必要な知識・技能等の職業

能力を付与するものであること。 

  （ホ）訓練期間は、２４月（２年）とすること。 

ａ １年間の総訓練時間は７００時間以上とすること。 

ｂ 職業訓練の実施時間は、１日を６時限、１か月１００時間以上を標準とする

こと。なお、４５分以上６０分未満（休憩時間を除く。）を１時限として算

定して差し支え無いこと。 

c 訓練時間（入校式、修了式及び公共職業安定所における就職支援を受ける時間

等を除き訓練として行う時間。ただし、ジョブ・カードを活用したキャリアコ

ンサルティングについては、訓練時間に含めて差し支えない。）は、正数で算
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定すること。 

（へ）教科内容は、職業能力開発促進法施行規則第１１条の規定に基づく適切なもの

であって、次のいずれにも該当しないものであること。 

    ａ 直接、職業能力の開発・向上に関連しないものや、一定の関連性があっても、

一般的に趣味・教養・生活等との関連性が強いもの、職業能力のごく一部を開

発・向上するに過ぎないもの、通常の就職に当たって特別の訓練を要しないも

の。 

    ｂ 概ね高等学校普通科の教育までで習得できる基礎的、入門的水準のもの。 

    ｃ 通常の雇用・就業形態を勘案した場合、その職業能力を習得したとしても安

定した雇用・起業等に結びつくことが期待し難いもの。 

    ｄ 資格取得を目的としたもののうち、当該資格の社会的認知度が総じて低いも

の、合格者数が相当程度少なく、かつ、総量規制がなされているもの、専ら公

務員としての就職の要件となっているもの。 

    ｅ 特別の法律に基づかない医療類似行為に係る能力習得を目的とし、訓練実施

上、身体への接触が不可避なもの。 

    ｆ その他、就業に必要な職業能力習得に資する訓練設定とするためには、委託

訓練期間、委託費等の要件に明らかに当てはまらないものとなるもの。 

    ｇ 夜間又は土日のみ訓練を実施するもの 

（ト）講師は、実技にあっては受講者１５人までは１人、１５人を超えるときは２人

以上（助手を含む。）の配置を標準とし、学科にあっては受講者３０人までは１人

の配置を標準とすること。 

（チ）講師は、職業訓練指導員免許を有する者又は職業能力開発促進法第３０条の２

第２項の規定に該当する者等であり、職業訓練の適切な指導が可能であると認め

られる者（担当する科目の訓練内容に関する実務経験を５年以上有する者、又は、

学歴又は資格によって担当する科目の訓練内容に関する指導能力を明らかに有す

ると判断される者等職業訓練の適切な指導が可能な者を含む。）あること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（リ）学科の科目については、次のいずれにも該当するものであれば、通信の方法の

参考：職業能力開発促進法第３０条の２の第２項に該当する者とは次の者（職業訓練指導員免許を受けた者及び

職業訓練指導員試験において学科試験のうち指導方法に合格した者以外の者にあっては、職業能力開発促進

法施行規則第３９条第１号の厚生労働大臣が指定する講習を修了した者に限る）を言う。 

○訓練に係る教科に関し、応用課程の高度職業訓練を修了した者で、その後一年以上の実務経験を有するもの。 

○訓練に係る教科に関し、専門課程の高度職業訓練を修了した者で、その後三年以上の実務経験を有するもの。 

○訓練に係る教科に関し、大学（短期大学を除く）を卒業した者で、その後四年以上の実務の経験を有するもの。 

○訓練に係る教科に関し、短期大学又は高等専門学校を卒業した者で、その後五年以上の実務の経験を有するも

の 

○訓練に係る教科に関し職業能力開発促進法施行規則第４６条の規定により職業訓練指導員試験の免除を受け

ることができる者（一級の技能検定又は単一等級の技能検定に合格した者等） 
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うち、テレビ会議システム等を使用し、講師と訓練生が映像・音声により互いに

やりとりを行う等の同時かつ双方向に行われるもの（以下「オンライン」という。）

によっても行うことができる。 

ａ 民間教育訓練機関において、通所の訓練に相当する訓練効果を有すると認め

られるものであること。 

ｂ 「なりすまし」による不正受講を防止するため、訓練受講時に訓練生本人で

あることをWEBカメラ、個人認証ID及びパスワードの入力、メール、電話等に

より確認できるものを原則とすること。 

ｃ 通所による訓練の時間を総訓練時間の２０％以上確保することを原則とし、

集合訓練、個別指導、面接指導等を実施すること。ただし、令和７年３月３１

日までの間に開講する訓練コースについては、通所による訓練の時間が総訓練

設定時間の２０％を下回る訓練コースの設定も可能とする。 

なお、通所による訓練の実施にあたっては、訓練効果を高める時期に設定す

ること。 

ｄ 訓練の実施に先立ち、オンライン接続等の方法を訓練生本人に説明するとと

もに、オンライン接続テストを行うこと。また、訓練中に通信障害等によりオ

ンライン接続が遮断された場合に訓練生本人に迅速に連絡をとれる方法を確保

し、接続の復旧に向けたアドバイス等を的確に行える体制を整備すること。 

（ヌ）国家資格の指定養成機関における訓練については、（リ）に関わらず、当該養成

課程の履修の方法として認められたものであれば、委託訓練を実施する方法と

して認める。 

 

  ハ 定員 

    １訓練科の定員は、原則大分県が定めた人数で設定することとし、これによりが

たい場合は事前に相談すること。 

 

  二 訓練実施に当たっての留意事項 

  （イ）訓練受講者の選考 

     受託者は、大分県の求めに応じ訓練受講生の選考（適性試験及び面接試験等に

より実施）及びその準備等に参加し、必要な協力を行うこと。ただし、試験問題

は大分県で準備することとする。 

（ロ）（イ）の合格者一覧の掲示 

   受託者は、訓練受講者の選考結果を当該選考の実施施設と同一施設内に掲示

し、受験者に結果を周知するものとする。ただし、掲示する合格者を記載した一

覧は大分県で作成する。 

（ハ）訓練受講希望者の応募状況等に応じた措置 

     訓練受講者の数は、定員にかかわらず、応募状況等により減員となる場合が

あるため、受託者は訓練の最低実施人員を設定することができる。 

  （ニ）訓練受講者への対応 

     受託者は、訓練期間中及び訓練修了後から下記チ（ロ）及び（ハ）に記載する
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報告期限までの間にあっては、訓練受講者からの苦情、各種手続き、その他の問

い合わせ等のための体制整備を図ること。また、実施機関責任者及び事務担当

者の緊急連絡先を訓練受講者に明示すること。 

  （ホ）障害者に対する合理的配慮について 

     障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律（平成二十五年法律第六十

五号）第五条及び第八条に基づき、障害者（同法第二条第一号の障害者をいう。）

から現に社会的障壁（同法第二条第二号の社会的障壁をいう。）の除去を必要と

している旨の意思の表明があった場合において、その実施に伴う負担が過重（以

下「過重な負担」という。）でないときは、障害者の権利利益を侵害することと

ならないよう、当該障害者の性別、年齢及び障害の状態に応じて、社会的障壁の

除去（自ら設置する施設の構造の改善及び設備の整備、関係職員に対する研修

等）の実施について必要かつ合理的な配慮をすること。なお、過重な負担となる

場合は、合理的配慮の提供義務に反しないものの、他の方法で社会的障壁の除

去ができないか当該障害者とともに解決策の検討に努めること。 

   

  ホ キャリアコンサルティング及び能力評価 

 訓練実施施設にキャリアコンサルタント（職業能力開発促進法第３０条の３

に規定するキャリアコンサルタント）、キャリアコンサルティング技能士（１級

又は２級）又は能開法第 28条第１項に規定する職業訓練指導員免許を保有する

もの（以下「キャリアコンサルタント等」という。）を配置し、当該キャリアコ

ンサルタント等が「キャリア・プランシート」、「職務経歴シート」、「職業能力証

明（免許・資格）シート」、「職業能力証明（学習歴・訓練歴）シート」及び「職

業能力証明（訓練成果・実務成果）シート」等を活用したキャリアコンサルティ

ングを実施すること。ただし、長期高度人材育成コースにおいて、平成３０年度

以降に新たに委託する実施機関については、当面の間、キャリアコンサルタン

ト等の配置については必須としないこととする。 

 なお、実施にあたっての注意点は以下のとおりである。 

（イ）ジョブ・カード作成の趣旨及び意義を説明し、訓練受講者が理解・納得した

うえで行うこと。なお、ジョブ・カードの作成趣旨を説明したにもかかわらず、

訓練受講者がジョブ・カードの作成やキャリアコンサルティングを希望しない

場合は、これを強制的に実施してはならない。 

（ロ）キャリアコンサルティングは訓練期間中に３回以上実施することが望ましい

が、実施に当たっては、訓練受講者の意向を踏まえつつ、効果的な就職支援とな

るよう適切な時期を選ぶこと。 

（ハ）受託者は、訓練受講者の能力評価を行うこととし、その実施に当たっては、

「職業能力証明（訓練成果・実務成果）シート」を活用し訓練期間中及び訓練修

了前に実施される試験等に基づき行うこと。 

 

  へ 就職支援 

受託者は、訓練期間中及び訓練修了後を通じて受講者全員を就職させるための
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就職支援策を、必要に応じて実施すること。 

 

ト 訓練修了生に対する定着支援 

 受託者は、企画した訓練コースを修了し、訓練修了後３か月以内に訓練に関連

する職業への就職（内定、日雇い、１週間の所定労働時間が２０時間未満の雇用

契約及び自営を除く。）した者を対象に、次に掲げる内容を実施すること。 

  （イ）就業状況の確認のため、就職後６か月間において、最低月に１回以上の頻度で

訓練修了者の就業状況を対面、電話又はメール等によりヒアリングを行い、ヒア

リングの結果をヒアリング記録管理簿に記載すること。また、離職し求職中であ

ることを把握した場合は、公共職業安定所の利用等を促すこと。 

  （ロ）上記（イ）により、受講した職業訓練で習得した知識又は技能について、訓練

修了者が課題を抱えていることを認めた場合は、フォローアップのための適切な

助言又は必要に応じた補講などを行うこと。ただし、この場合の補講で発生する

費用は、あらかじめ受講修了者の同意を得た上で受講修了者の負担により実施す

ること。 

  （ハ）定着数の把握及び報告のため、訓練修了就職者が就職後６か月間（就職した日

から起算して１８０日間）継続して雇用されているかどうかを訓練修了就職者か

ら就業状況報告書の提出により把握し、把握結果を就職状況報告一覧表にまとめ

ること。 

 

チ 訓練実施状況等の報告等 

  （イ）訓練実施状況の報告等 

受託者は、契約書に基づく訓練実施状況に係る報告を行うとともに、大分県が

行う調査（受講者の出席状況、実施した訓練内容、就職支援の内容等）に応じる

こと。 

  （ロ）就職状況に係る報告等 

     受託者は、訓練修了者及び就職のための中退者(以下「訓練修了者」という。) 

の訓練修了後３か月以内の就職状況について、訓練修了者等からの書面の提出に

より把握を行い、大分県に報告するものとする。また、報告の際には訓練修了者

等からの書面を添付するものとする。なお、訓練修了日の翌日から起算して１０

０日以内を報告期限とする。 

  （ハ）就職後の定着支援に係る報告等 

     受託者は、訓練修了後３か月以内に訓練に関連する職業への就職（内定、日雇

い、１週間の所定労働時間が２０時間未満の雇用契約及び自営を除く。）した者を

定着支援の対象者とし、就業状況の確認のため就職後６か月間における就業状況

をヒアリングにより把握を行い、大分県に報告するものとする。 

     また、報告の際には、ヒアリング記録簿、訓練修了者等からの書面等を添付す

るものとする。なお、訓練修了日の翌日から起算して２９０日以内を報告期限と

する。 

（二）訓練及び就職支援に伴う業務に係る報告等 
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（＊以下の業務については、各施設における実施状況等を記載すること。） 

  ａ 訓練受講者の選考 

  ｂ ａの合格者一覧の掲示 

ｃ 入校式・修了式の実施 

    ｄ 訓練受講者の出欠席の管理及び指導 

    ｅ 訓練の指導記録の作成 

    ｆ 受講証明書等に係る事務処理 

    ｇ 訓練受講者の欠席届等に係る各種証明書等の添付の確認及び提出指導 

    ｈ 訓練受講者の住所、氏名、金融機関等の変更に係る事務処理 

    ｉ 訓練受講者の中途退校に係る事務処理 

    ｊ 受講証明書、欠席・遅刻・早退届、添付証明書等の提出 

    ｋ 災害発生時の連絡 

    ｌ 訓練実施状況の把握及び報告 

    ｍ 訓練受講者の能力習得状況の把握及び報告 

    ｎ 求職者支援制度「職業訓練受講給付金」に係る事務 

 

 リ 安全衛生 

    受託者は、訓練を実施するに当たり、職業訓練上又は通所途上の事故の防止等、

訓練受講者の安全衛生については十分配慮すること。なお、災害が発生したときは、

迅速に対応するとともに、速やかに大分県担当者あて連絡すること。 

 

  ヌ 個人情報の管理 

  （イ）受講者の状況、就職状況調査の内容は、訓練受講者の個人情報であるため、「個

人情報の保護に関する法律」（平成15年法律第57号）に基づく、個人情報の適切

な管理をすること。 

  （ロ）受託業務の実施に当たって知り得た受講者に関する個人情報については第三者

に漏らしてはならないこと。 

  （ハ）その他個人情報の管理については、「機密保持及び個人情報保護に関する特記事

項」（委託訓練契約書の別記）によること。 

 

３ 企画書の提出 

（１）企画書は、以下の書類をもって構成し、イ～ルについては７部（原本１部、副本６

部）、ヲ～ネについては２部（原本１部、副本１部）提出すること。また、イ～ルにつ

いては、データを入れた記録媒体も１部提出すること。 

   なお、記録媒体については、「ウイルスチェック実施証明書」（参考様式２）を添付

すること。 

イ 委託訓練受託申請書（様式１） 

ロ 誓約書（様式２） 

ハ 委託訓練の要素別点検表（様式３） 

  ニ 実施施設の概要（様式４） 
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  ホ 委託訓練カリキュラム（様式５） ※入校式、修了式は入れないこと。 

  ヘ 訓練科の設定趣意書（様式６） 

  ト 講師名簿（様式７） 

  チ 使用教材一覧（様式８） 

  リ 各種就職支援の実施状況（様式９） 

  ヌ 就職状況の実績（様式１０） 

ル 経費内訳書（参考様式１） 

ヲ ソフトウェアの使用許諾契約書等（写）（パソコンを使用する場合） 

ワ 雇用保険適用事業所設置届（写）（設置届けを提出している場合） 

  カ 職業紹介の許可・届出を証明する書類（写）（許可を受けている又は届出を提出し

ている場合） 

  ヨ 法人登記簿謄本（写）又はそれに類するもの 

  タ 介護福祉士、保育士等の国家資格の養成施設として指定されている場合は、指定

通知書の写し、職業実践専門課程又は専門職大学院における専門職学位課程である

場合は、それを確認できる書類等 

  レ 実施施設紹介パンフレット等 

  ソ 施設案内図・配置図 

  ツ 訓練実施施設に関する不動産登記簿謄本又は賃貸借契約書等（写） 

  ネ 写真（建物外観、教室、就職相談室、事務所） 

 

（２）訓練科の設定趣意書（様式６）における、当該訓練分野に係る訓練ニーズの把握と

カリキュラム設定への活用については、客観的なデータや調査結果等その根拠を示す

こと。 

 

（３）経費内訳書（参考様式１）の訓練受講者１人当たりの経費は、個々の経費の積み上

げによる実費を記載すること。ただし、実費が２（１）ニ（イ）ａに定める額（以下

「上限額」という。）を上回る場合、実際に支払う委託費は上限額とする。 

なお、１人当たりの訓練実施経費に円未満の端数が生じた場合は、円未満を切り捨

てること。 

 

（４）ソフトウェアの使用許諾契約書等（写）は、特別の事情がある場合は、訓練の開講

時までに提出すればよいこと。 

 

（５）大分県が必要と認める場合において、必要な書類の提出を求める場合があること。 

 

４ 審査日 

  令和６年１１月２６日（火） 

 

５ 審査内容 

（１）大分県産業人材政策課関係職員及び外部委員で構成する企画競争審査委員会により、
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提出された企画書及び実態調査をもとに、（２）の項目について「民間教育訓練機関等

による離職者等の委託訓練の実施に係る企画書等評価の視点・得点表」により点数化

し、評価する。 

 

（２）審査項目は、次のとおりとする。 

  イ 訓練環境等 

（イ）基本条件 

  （ロ）教室の環境・設備等 

  （ハ）福利厚生 

  （ニ）講師・運営体制・ＰＲ 

  ロ 訓練内容等 

  （イ）ニーズの把握とカリキュラム設定への活用 

  （ロ）カリキュラム内容・指導方法 

  ハ 就職支援環境等 

  （イ）各種就職支援対策、実施状況、支援体制 

（ロ）就職率 

 

６ その他 

（１）離職者等の委託訓練の実施にあたっては、本仕様書に定めるもののほか、「『総合雇 

用対策』等に基づくあらゆる教育訓練資源を活用した委託訓練の推進について」（平成

13年 12 月 3日付け能発第 519 号）別添「委託訓練実施要領」（令和 6年 3月 29 日改

正開発0329第 39･40号）に準じて実施するものとする。 

よって、特に年度当初の訓練においては、「委託訓練実施要領」が改正された場合、 

本仕様書に記載のないものについても契約条件とする可能性があるので、その旨了承

のうえ、企画書を提出すること。 

 

（２）本仕様書に定めのない軽微なものについては、大分県の指示に従うこと。 


